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鳥取大火後の防火建築帯について
鳥取県立公文書館 県史編さん室西村芳将
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防火帯（ぼうかたい、英語：firebreak）

防災上設けられる、可燃物が無い、延焼被害を食い止めるための帯状の
地域である。この場合の可燃物とは、森林なら樹木、住宅市街地なら家
屋等の建造物であり、化学プラントにおいてはパイプラインや原料タンク
等が相当する。

防火建築帯
街の防火を目的に、1952年（昭和27年）、耐火建築促進法が法律第160
号で施行され、この法に基づく防火建築帯造成事業が開始される。都市
の中心部に地上3階以上、高さ11メートル以上の耐火建築物が帯状に建
設された防火帯を作ろうという目的で、防火建築帯は長屋形式の共同商
店建築を成していた。都市の不燃化のみならず、共同化による都市の高
度利用をも目的とし、日本の市街地改造の系譜の中で初期の試みという
位置づけがなされている。鳥取大火の復興に初めて適用され、3327m の
防火建築帯が造成された。防火建築帯造成事業は制定後各地の大火復
興で用いられ、1953年の大火の復興にあたって893mの防火建築帯を造
成した大館市では、1956年の大火でその効果を発揮した。大阪などでは
大阪における集合住宅形成史にあるとおり、中高層建築物融資と併存住
宅について 耐火建築・都市の不燃化の促進をすすめた。

wikipedia



１鳥取大火とは

昭和27年4月19日付日本海新聞



鳥取市
大火災

鳥取市大火災害誌編さん
資料綴（1953年、公文書館
所蔵229900132 ）中にあり。
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焼失前（上）と焼失後（下・大火翌日）の鳥取市内

鳥取市大火災誌（災害救護編）付図



米軍1947年9月23日撮影

国土地理院地図・空中写真閲覧サービスより
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国土地理院地図・空中写真閲覧サービスより

米軍1952年11月2日撮影



鳥取市中心部の焼失範囲

1947年9月23日 1952年11月2日



出典：越山健治・室崎益輝・高田祐孝「戦後の大火に見る復興
都市計画に関する研究」



２復興計画と防火建築帯

昭和27年5月3日付日本海新聞



鳥取大火災
復興計画の
概要
昭和27年4月20日

（鎮火から3日目）









駅前通りの防火帯建設

公文書館所蔵写真、S33鳥取市住宅地図（県立図書館所蔵）



富士銀行から見下ろす
新町付近の防火帯建設

公文書館所蔵写真、S33鳥取市住宅地図（県立図書館所蔵）



完成した辻呉服店
岩田洋品店

公文書館所蔵写真、S33鳥取市住宅地図（県立図書館所蔵）

現在



大火後の新町付近は焼け野原↓

↑大火後に建設した
木造店舗のさらに奥
に耐火建築を建てる
ことになった。



富士銀行向かい側



五階建ての水田洋服店（カ？）から駅方面見下ろす



延焼を食い止めた富士銀行



耐火建築の構造



低い天井に太い梁







奥の戸を開けると巨大で急な階段があらわれる



階段ももちろんコンクリート（転ぶと痛い）





鳥取市大火災誌（復興編）p232-234

砂田園茶舗

27年度CB造

3階3戸建
建築戸数

27年度末85戸

29年度末94戸



「鳥取市火災復興に於ける防火建築帯の造成」池口凌（鳥取市復興局長）『建築ｊ雑誌』Vol.68 No.801 1953.8 日本建築学会

鳥取市防火建築帯図造成状況（末広通り～若桜橋）



「鳥取市火災復興に於ける防火建築帯の造成」池口凌（鳥取市復興局長）『建築ｊ雑誌』Vol.68 No.801 1953.8 日本建築学会

鳥取市防火建築帯図造成状況（若桜橋～本町）



３防火建築帯の建設経緯
復興計画の基本方針（S20.4.20）
（S25.5.17建設省告示31号で準防火地域として指定）

焼失地域を中心とする54万坪を区画整理の実施地域に指定

鳥取駅前～県庁 若桜街道両側2キロを防火建築帯とする。

建築物を耐火構造として都市の防火壁とし、袋川堤に防火帯兼用の緑地
公園を配置し、市街地を十文字形、4区分に分断して防火都市を建設

防火建築帯の指定まで
4月30日防火建築帯指定申請の提出

5月31日耐火建築促進法の国会成立

県・市の予算成立

8月2日建設省告示第1096号で指定

「鳥取市火災復興に於ける防火建築帯の造成」池口凌（鳥取市復興局長）『建築ｊ雑誌』Vol.68 No.801 1953.8 日本建築学会



地元関係者の反対意見
道路幅の拡張は片側商売となって商店の経営を圧迫することになる。

いかに国庫補助があるとはいえ、なお4,5億の居住者負担となるので、経済的に
とうてい鉄筋ビルなど建てる余力はない。

県小川建築課長の説明

指定地域になったところは、どうしても防火の鉄筋建築にしなければならない。

これには坪2万5千円の国庫補助がある。また、住宅金融公庫を利用すれば、住

宅分に対しては坪4万5千円の85％までは融資してくれる。最初は二階建でもよ

いし、仕上げも完全なものでなくてもよいから、ぜひ完成してもらいたい。
『鳥取市大火災誌』（復興篇）p228

昭和27年5月5日付日本海新聞



耐火建築促進法とは・・・
防火地区内に指定された、道路から幅11メートルまでの沿道の防火建築帯
について、そこに建てられる耐火建築の三階部分までに、国と地方公共団
体が、木造との建設費の差額の2分の1を交付

第一条（目的） この法律は、都市における耐火建築物の建築を促進し、防
火建築帯の造成を図り、火災その他の災害の防止、土地の合理的利用の
増進及び木材の消費の節約に資し、もつて公共の福祉に寄与することを目
的とする。

第二条（防火建築帯造成の原則） 防火建築帯は、都市の枢要地帯にあつ
て、地上階数三以上の耐火建築物が帯状に建築された防火帯となるように
造成されなければならない。

第四条（防火建築帯の指定） 建設大臣は、都市計画区域内の市町村にお
ける火災その他の災害を防止し、あわせて土地の合理的利用に資するため
必要であると認めるときは、当該市町村の防火地域の全部又は一部につい
て、防火建築帯を指定することができる。この場合においては、あらかじめ、
当該市町村の長及び当該市町村を包括する都道府県の知事の意見を聞か
なければならない。

 ※２，３（略）



 第六条（補助金の交付） 国は、防火建築帯の区域内において、地方公共
団体が前条の規定により耐火建築物を建築する建築主に対して補助金を交
付する場合又は当該地方公共団体が自らこれを建築する場合において、当
該耐火建築物の建設大臣が指定する部分が、地上階数三以上のもの若しく
は高さ十一メートル以上のもの又は基礎及び主要構造部を地上第三階以上
の部分の増築を予定した構造とした二階建のものであるときは、当該耐火建
築物の地上階数四以下及び地下第一階以上の部分について、当該地方公
共団体に対して、その費用につき、予算の範囲内において、補助金を交付
することができる。 ２（略）

第七条（補助金額の限度） 前条第一項の規定により国が地方公共団体に
対して交付する補助金の額は、耐火建築物と木造の建築物との単位面積当
りの標準建築費の差額の四分の一に相当する額に、補助の対象となる耐火
建築物の床面積の合計を乗じた額以内とする。但し、当該耐火建築物を建
築する者が地方公共団体以外の者である場合においては、地方公共団体
が建築主に対して交付する補助金の二分の一に相当する額をこえることが
できない。

２ 非常災害に因り多数の建築物が滅失した市町村において、第四条第一
項の規定により指定した防火建築帯の区域で政令で定めるものの内におい
ては、前項の規定は、非常災害の発生した日から一年間に限り、同項中「四
分の一」とあるのは「三分の一」と読み替えて適用する。

※政令335号「耐火建築促進法第7条第2項の規定の適用を受ける区域を定める政令」（国立公文書館デジタルアーカイブ）

耐火建築促進法の鳥取市適用.pdf


４ 戦後の都市不燃化の動き
都市不燃化運動
◦ 東京工業大学教授田辺平学が講演「国土再建と建築家の責務」

◦ 1948年都市不燃化同盟の設立。会長（日本商工会議所高橋龍太郎会頭）、
理事長（飯沼一省都市計画協会会長）、副理事長（戸田利兵衛全国建設業
協会理事）、理事（伊藤滋日本建築学会長、今井久次郞組立耐火建築株
式会社）ら。

◦ ５項目の建議…①住宅金融公庫による不燃建築への融資②公共建築物の
不燃化③耐火建築への助成金交付④防火地区の防火建築化の徹底⑤耐
火建築促進のための土地収用制度整備

◦ →①1950年住宅金融公庫設置②官庁営繕法③耐火建築促進法

◦ 1949年不燃化促進議員連盟→1950年4月「都市不燃化の促進に関する決
議」、衆議院建設委員会に小委員会を設置し議論

◦ 1952年5月耐火建築促進法成立



田辺平学の警鐘

田辺平学著『都市防火』（西日本篇）より

鳥取市の大火危険度は
約9ヶ月に1回となり、相当
危険度の高い都市に属す
る。

鳥取市は7級都市に位し、
神戸・仙台・新潟・小樽・下
関・秋田・青森などと並ん
で、全国でも危険度最大の
都市群の一つにぞくする。

空襲火災を免れたことは、
他の戦災都市に比して鳥
取市を都市計画的に著しく
近代化から取残させる結
果となった。



A 暴風率：約7日に1回。D級。特に暴風の多い都市

b 出火率：約10日に1回。E級。全国諸都市中でも出火率最高。

x 消防力：6台。B級。（ただしS27大火時に出動しえたものはわずか3
台。袋川堤下に自動車道路を設け、消火栓の水圧低下時又は近隣
火災時に利用しうるようになっていたものの、この消防道路に県が引
揚者住宅を建てて防火上の自殺行為を敢てし、更に残地には畠が
つくられているのは問題。S27大火に当り、袋川の水利は活用し得ら
れなかったのみならず、これ等の建物は風下への延焼の媒介物とな
り、著者の予言し、警告した通りの結果になってしまった。

y 都市構成：非戦災都市であるため都市計画的にはみるべきもの
が少ない。震災後、都市計画を改めたが、街路等は震災前の計画よ
りも寧ろ縮小されており、今日から見ると不徹底。幅員が20mになる
積りで後退した商店（下駄屋）等もあり、正直者が馬鹿を見ているの
は遺憾である。

〈公園緑地〉在来の公園としては、久松公園・樗谿公園があるのみ
である。共に市街地の東方山麓にある。西北風を最多風向とする鳥
取市では、風下の郊外に位置しており、防火上は全然効果がない。



〈危険地区〉袋川の北側（新橋ー鹿野橋間）の堤防上に設けられた
引揚者及び寺町火災（S22.4バラック168戸焼失）の罹災者達のバラッ
クが危険。特に若桜橋ー鹿野橋間は堤防に沿って火災保険契約禁
止地区に指定すべく申請されている。市内唯一の防火帯として、又
都市美の上から最重要な袋川堤防に密集家屋を建てたことは、鳥取
市の自殺行為ともいうべきである。

防火上のみならず、耐震上からも川端ギリギリに家を建てることは
避くべきである。市内に支柱に支えられた家屋や、筋違を壁に表面
から打ち付けた建物等も痛々しく残っているのに、人々は震災を早く
も忘れたのであろうか！建てた者も建てた者だが、建てさせた者も建
てさせた者だ。

z 建築物：耐火建築は市民1万人あたり1.33。Ｄ級。瓦は付近から産
するが、雨量が多い関係から湿気を吸わぬようにと赤色の薬掛瓦が
多く用いられる。この種の瓦は型に歪みが多く、重ね目に間隙を生じ
易いため、強風時の火災には無数の火の子がこの間隙に堆積し、
屋根裏からの出火を来し易い。鳥取市大火の飛火43箇所中にはこ
の原因によるものが少なくない。



５ 野田卯一日誌
寄贈・寄託文書

簿冊件数 101

成部局 野田卯一

組織歴 明治３６年（１９０３）生まれ。岐阜出身。東京帝国
大学卒、昭和２年（１９２７）大蔵省へ入省し、同省各局勤務
を経て、昭和２３年大蔵次官。日本専売公社副総裁を経て
昭和２５年参議院議員（自由党）、翌年第３次吉田内閣第２
次改造内閣で建設大臣兼北海道開発庁長官。昭和２８年衆
議院議員となり、昭和５１年三木内閣改造内閣で経済企画
庁長官を務めた。平成９年（１９９７）没。

資料履歴 平成２５年（２０１３）１２月、野田聖子氏より寄託。

内容 野田卯一による昭和３年（１９２８）から昭和６３年（１
９８８）まで（欠年あり）の日記、スケジュール帳、雑記。

※国立公文書館デジタルアーカイブより



「野田卯一日誌」4月29日鳥取視察

富士銀行支店ノ屋上ニ
上リテ市内ヲ大観ス



（4月17日）帰宅後鳥取大火ニ付新聞社ヨリ電話シキリナリ夜半ニ及ブ、焼失
戸数5,000ニ上ル
（18日）9:00 閣議 鳥取大火ノ対策ニ付復旧対策本部ノ設置、繋ギ資金２億
円、住宅金ユ公庫２億、係官ノ現地派遣ノ４項目ヲ決定シタリ
（20日）19:00 石破都市局長、鳥取大火ノ視察報告ニ来訪ス
（22日）21:00ヨリ官邸ニテ鳥取大火ノ報告完成
（23日）9:30登院ス中田次官、鳥取ヨリ、報告アリ10:30頃 H.C.（衆議院）ノ本
会議ニテ鳥取大火ニ干シテ報告ヲナス
（28日）22:50過ノ列車ニテ鳥取ニ向フ、普通二等ニテ而モ満員ナリキ
（29日）6:30頃、鳥取市ニ着ク、鈴木副知事及ビ県会諸氏等出迎ヲ蒙リ、直チ
ニ小銭屋別館ニ入り、休憩、朝食、8:20店ヲ出デ、市内ノ数ヶ所ノ小学校及ビ

寺院等ニ分宿セル罹災者ヲ見舞ヒ、激励シタリ、県会議事堂ニテ県会干係ノ
陳情ヲ聴取シ、又市役所ニテ市関係者ノ陳情ヲ聴ク、前者ニテハ新聞記者ト
モ会見セリ、小銭富士銀行支店ノ屋上ニ上リテ市内ヲ大観ス、焼跡ニ相当ノ
バラツク建チツヽアリタリ、小銭屋ニテ午食後14:50少過ノ急行ニテ帰途ニツク、
森幸太郎氏ヲ団長トスルH.R、石川栄一氏ヲ団長トスルH.Cノ慰問視察団一行
ト同車シタリ
（30日）8:50頃着京、直チニ国会、大野木次長等ト保安庁・経済審議庁干係ニ
テ打合ヲナス9:00総理ニ出張ノ挨拶報告ヲナス、閣議ニテ鳥取状況ノ報告、
行革ノ最後ノシメククリヲナス

「野田卯一日誌」関係部分抽出



おわりに
防火建築帯は歴史遺産
• 正：戦後の耐火建築・防火都市建設のさきがけ

• 負：大火発生原因にs18鳥取地震、戦時物資不足、引揚者バラック

防火建築帯の再生の課題が指摘されている。
• 老朽化、空き店舗、住宅部分の未利用化

• 地権者の組織化による再開発
• 「鳥取市における防火建築帯再生に関する研究」岡田昭人ほか、2010年

• 「鳥取市の火災復興土地区画整理事業に関する史的研究」三宅潤ほか、2014年

それと、鳥取大火全体でいえば
• 警察予備隊の救援

• 米軍兵站司令部からの物資援助

• 一方、美保飛行場周辺では・・・


